JD、権利条約をテーマにシンポジウム

～福祉から権利ベースへと施策の転換を～

6月2日（土）JD協議員総会終了の後、政策会議「採択！障害者権利条約、国内法整備の課題」をテーマにシンポジウムを日本青年館で行ないました。

　パネリストには寺中誠氏（アムネスティ日本事務局長）、氏田照子氏（日本自閉症協会副会長）、関口明彦氏（JD政策委員・企画委員）、兼平勝子氏（無年金者をなくす会代表）、市橋博氏（障害者の生活と権利を守る全国連絡協議会副代表）、中村尚子氏（全国障害者問題研究会副委員長）などがたち、熱い議論が交わされました。会場には70名余が参加しました。

　寺中氏は、他の権利条約に対する日本政府の姿勢について言及し「子どもや女性といった権利条約において、日本政府は“保留”“解釈”という手段を使い、国内法に活かすことに極めて消極的な対応をとってきている。障害者権利条約についても同じような考えで臨んでくるだろう」と述べました。さらに「権利条約を有効的なものとするには、NGOからのカウンターレポートが重要なものとなってくる」とも発言されました。

　障害者の就労の現実、未だに無年金障害者が置き去りにされているという問題、この二十数年の間バリアフリー化が少しずつ進められてきてはいるものの、未だに権利として位置づけられていないという問題、などなど各パネリストや参加者から出されました。

　寺中氏は最後に「今までの障害者施策は保護とか福祉といった観点で行われてきた。権利条約によって、これらを権利ベースへと変えていく画期的な出来事だという認識が必要だ」とまとめられました。(理事・太田修平)
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